
富山県立大学「人を対象とする研究」倫理審査規程 

平成27年４月１日制定 

 

（趣旨） 

第１条 この規程は、富山県立大学研究倫理委員会規程（以下「委員会規程」とい

う。）第７条第４項の規定に基づき、人を対象とする研究の実施計画（以下「実施計

画」という。）の審査の手続等に関し必要な事項を定めるものとする。 

（審査の申請） 

第２条 実施計画の審査を申請しようとする者（以下「申請者」という。）は、実施計画審

査申請書（様式第１号。以下「申請書」という。）を学長に提出するものとする。 

２ 前項の規定による申請は、所属の教養教育センター長、学科長、専攻長、又は学

長が指名する看護学部の教授を経由して行うものとする。 

３ 学長は、申請書を受理したときは、速やかにその審査（以下第９条までにおいて

「審査」という。）を委員会規程第７条第１項の「人を対象とする研究」倫理審査部会

（以下「部会」という。）に付議するものとする。 

（審査の基準） 

第３条 審査は、公立大学法人富山県立大学研究倫理規準に定める次の各号に掲

げる事項によるほか、関係法令・規程等に定める基準により行うものとする。 

⑴ 当該研究の対象となる者（以下「研究対象者」という。）の個人情報の保護をはじ

めとする人権の擁護 

⑵ 研究対象者への不利益及び危険性に対する配慮 

⑶ 研究対象者（必要がある場合は、その家族等を含む。）に理解を求め、同意を

得る方法の適否 

（審査の判定） 

第４条 審査の判定は、次の各号に掲げる区分により行う。 

⑴ 承認 

⑵ 条件付承認 

⑶ 実施計画の変更の勧告 

⑷ 不承認 

⑸ 非該当 

（運営） 

第５条 部会は学部ごとに設置し、部会の会議（以下「会議」という。）は、部会長が招

集し、その議長となる。 

２ 会議は、部会に属する委員（以下「委員」という。）の３分の２以上の出席がなけれ

ば開くことができない。 

３ 会議の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、部会長の決す



るところによる。 

４ 部会長は、必要があると認めるときは、申請者を会議に出席させ、実施計画の説明

を求めることができる。 

５ 部会長は、必要があると認めるときは、委員以外の者を会議に出席させ、その意見

を聴くことができる。 

６ 委員は、自己の実施計画に係る議事に加わることはできない。 

（書面による議決） 

第６条 部会長は、適当であると判断する場合は、書面をもって委員の意見を徴し、会

議に代えることができる。この場合において、前条第３項中「出席した委員」とあるの

は「委員」と読み替えるものとする。 

２ 部会長は、前項の規定により審査を行った場合は、その結果を、書面議決結果通

知書（様式第２号）により、委員に通知しなければならない。 

（迅速審査） 

第７条 部会長は、次の各号に掲げる審査については、部会長が指名する委員による

審査を行わせ、部会の意見とすることができる。 

⑴ 他の研究機関と共同して実施される研究であって、既に他の研究機関に おい

て倫理審査委員会の審査を受け、その実施について適当である旨の意見を得て

いる場合の審査 

⑵ 研究計画の軽微な変更に関する審査 

⑶ 侵襲を伴わない研究であって介入を行わないものに関する審査 

（審査の結果） 

第８条 部会長は、審査の結果を、審査結果報告書（様式第３号）により、学長に報告

し、その承認を得なければならない。 

２ 部会長は、前項の規定により、学長の承認を得た場合は、審査結果通知書（様式

第４号）により、速やかに申請者に通知するものとする。 

３ 前項の規定による通知には、審査の判定の理由を付記するものとする。ただし、当

該判定が第４条第１号に該当する場合は、この限りでない。 

４ 審査の経過及び結果は、記録及び保存するものとする。 

（研究の実施） 

第９条 申請者は、審査の判定が第４条第１号又は第２号に該当する場合は、当該研

究を実施することができる。ただし、同条第２号に該当する場合は、部会の指示した

条件に従わなければならない。 

（再審査） 

第10条 申請者は、第４条第３号の実施計画の変更の勧告を受けた場合又は同条の

規定による審査の判定に異議のある場合は、実施計画再審査申請書（様式第５号）

により、部会に再審査の申請をすることができる。 

２ 前項の規定による審査の判定に異議のある場合の申請は、審査結果通知書を受



領した日の翌日から起算して２週間以内に行うものとする。 

３ 第１項の再審査に係る手続等については、第３条から前条までの規定を準用する。 

（実施計画の変更） 

第11条 第８条の規定により研究を実施する者（以下「研究実施者」という。）は、実施

計画について倫理に係る事項の変更をしようとするときは、実施計画変更審査申請

書（様式第６号）により、部会にその審査の申請をするものとする。 

２ 前項の審査に係る手続等については、第３条から前条までの規定を準用する。 

（研究の終了又は中止の報告） 

第12条 研究実施者は、当該研究を終了又は中止したときは、終了（中止）報告書

（様式第７号）により、部会に報告するものとする。 

（副学長による専決） 

第13条 この規程に規定する学長の権限については、工学部及び情報工学部にあっ

ては射水キャンパスを担任する副学長、看護学部にあっては富山キャンパスを担任

する副学長が専決することができる。ただし、重要又は異例に属すると認められる事

案については、この限りでない。 

（事務） 

第14条 この規程に関する事務は、工学部及び情報工学部にあっては事務局経営企

画課、看護学部にあっては富山キャンパス事務部管理課が行う。 

（細則） 

第15条 この規程に定めるもののほか、実施計画の審査の手続等に関し必要な事項

は、別に定める。 

附 則 

この規程は、平成27年４月１日から施行する。 

附 則 

この規程は、平成31年４月１日から施行する。 

附 則 

この規程は、令和２年４月１日から施行する。 

附 則 

この規程は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則 

この規程は、令和４年４月１日から施行する。 

   附 則 

この規程は、令和６年４月１日から施行する。 

   附 則 

この規程は、令和８年２月19日から施行する。 


